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株主各位

証券コード　8281
2022年６月13日

株 主 各 位
福島県郡山市朝日三丁目７番35号
ゼビオホールディングス株式会社
代表取締役社長 諸 橋 友 良

1. 日 時 2022年６月29日（水曜日）午前10時
2. 場 所 福島県郡山市中町10番10号

郡山ビューホテルアネックス　４階
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3. 会議の目的事項
報 告 事 項 第50期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告の内容、

連結計算書類の内容、計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案
第３号議案

取締役６名選任の件
ストックオプションとして新株予約権を発行する件

第50回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第50回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、書面によって議決権を行使する場合は、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くだ
さいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、折り返しご送付くださいますようお
願い申しあげます。

敬　具

記
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株主各位

4. 招集にあたっての決定事項
⑴　議決権行使書のご返送は2022年６月28日（火曜日）午後５時までに到着するようにご投函く

ださい。
⑵　議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の３日前までに、議決権の不統一行使を行う

旨とその理由を書面により会社にご提出ください。
以　上

………………………………………………………………………………………………………………………
【お知らせ】

１.インターネットによる開示について
　提供すべき書面のうち、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、次に掲げる事項につきま
しては、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.xebio.co.jp/）に掲載しており
ますので、本定時株主総会招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
　①事業報告の会社の新株予約権等に関する事項
　②事業報告の会社の体制及び方針
　③連結計算書類の連結株主資本等変動計算書
　④連結計算書類の連結注記表
　⑤計算書類の株主資本等変動計算書
　⑥計算書類の個別注記表
　したがって、本定時株主総会招集ご通知の添付書類は、会計監査人または監査役が会計監査報
告または監査報告書を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部で
あります。
　また、事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに株主総会参考書類に修正が生じた場合は、
上記当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

２.本株主総会の結果の開示について
　本株主総会の結果は、当社ウェブサイト（https://www.xebio.co.jp/）に掲載させていただ
く予定です。

３.議決権行使書について
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

４.株主総会招集ご通知の英語訳について
　以下は、本株主総会招集ご通知の英語訳が当社ウェブサイトに掲載されている旨を英文でお知
らせするものです。
Notice:This is a convocation notice for the XEBIO Holdings CO., LTD.
Shareholder's Meeting on June 29,2022.An English translation of this document is 
placed on the company's web-site(https://english.xebio.co.jp/).
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株主各位

当期の剰余金の配当について

当社は、会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことが
できる旨を当社定款第38条に定めております。

当期の期末配当につきましては、2022年５月13日開催の取締役会において、剰余金の配当を行
うことを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせ申しあげます。

記

１.株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき15円
配当総額は、663,165,540円となります。
（これにより、年間配当金は、2021年12月10日に実施した中間配当金15円と合わせ１株につ
き30円となります。）

２.剰余金の配当が効力を生ずる日
2022年６月14日（火曜日）

以　上
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事業の経過及びその成果、対処すべき課題

(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

添付書類

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果
当連結会計年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が徐々に解消されるな

か、国内景気や個人消費は一進一退を繰り返しながら、持ち直しの方向に進みました。しかし一方で
は、断続的な行動制限による人流の減少やインバウンド需要の低迷に、一部商品での供給制約の長期
化などの要素も加わり、依然として本格的な回復には至らない厳しい状況が続きました。また、足元
では、円安進行によるインフレ圧力の高まり、更には社会情勢の変化に伴う資源価格の高騰や食料品
等の物価上昇など、先行きは不透明であり、予断を許さない状況にあります。

スポーツ用品販売業界におきましては、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会や北京
2022冬季オリンピック・パラリンピック競技大会の後押しに加えて、屋外レジャーの活況や部活動
を始めとする学校活動やスポーツ大会の再開などにより、地域や競技種目ごとの差はあったものの売
上は回復基調を辿りました。

天候要因としては、夏季は大雨・長雨、低気温により夏物販売が厳しいものとなった一方で、冬季
は気温低下や降雪が冬物衣料やレジャーアイテムの追い風となりました。

この様な状況のなか、当社グループは、店舗や本社における徹底した感染拡大防止策を講じること
で、お客様の安全と事業の継続性を維持しつつ、市場環境が良好なカテゴリーのシェア拡大に努めま
した。ゴルフ事業では、新規出店やスポーツ店からの業態転換により大型ゴルフ専門店を増加させ、
アウトドアやウィンタースポーツでは、売り場拡大や品揃え強化を行いました。また、モバイルポイ
ントカード会員数の拡大と販促強化によるEC売上の引き上げを行いました。それらと並行して、環
境変化に対応するために、人材開発と業務標準化を掲げ、主力業態の再構築にも取り組みました。

新規出店及び閉店につきましては、店舗のスクラップ＆ビルド及び新業態フォーマットの開発を含
めた新店の出店や既存店改装に注力しており、当連結会計年度では74店舗を出店し39店舗を閉店し
ました。これらにより、当連結会計年度末におけるグループの総店舗数は899店舗となり、グループ
合計の売場面積は前連結会計年度末に比べて1,946坪増加して200,527坪となりました。
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事業の経過及びその成果、対処すべき課題

部 門 第49期 第50期（当期） 前期比売上高 構成比 売上高 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ ％

ウ ィ ン タ ー ス ポ ー ツ 9,000 4.5 10,865 4.9 120.7
ゴ ル フ 63,590 31.4 77,037 34.5 121.1
一 般 競 技 ス ポ ー ツ ・ シ ュ ー ズ 58,870 29.1 64,586 28.9 109.7
ス ポ ー ツ ア パ レ ル 26,379 13.0 27,127 12.2 102.8
ア ウ ト ド ア ・ そ の 他 30,895 15.3 30,946 13.9 100.2

ス　ポ　ー　ツ　用　品　・　用　具　 計 188,736 93.2 210,563 94.3 111.6
フ ァ ッ シ ョ ン 衣 料 計 428 0.2 444 0.2 103.7
そ の 他 計 13,273 6.6 12,274 5.5 92.5
合 計 202,438 100.0 223,282 100.0 110.3

以上の結果、当連結会計年度における連結業績は、売上高2,232億82百万円（前連結会計年度比
10.3％増）、営業利益49億99百万円（前連結会計年度比80.7%増）、経常利益78億51百万円（前
連結会計年度比80.8%増）、親会社株主に帰属する当期純利益38億36百万円（前連結会計年度比
830.3%増）となりました。

　部門別の連結売上高については、次のとおりであります。

（注）１．記載金額に消費税等は含まれておりません。
２．「その他計」は、クレジットカード事業収益、書籍及び食品等の販売、宿泊事業等を含んでおりま

す。

　主な商品部門別の概要は、次のとおりであります。
【ウィンタースポーツ部門】

ウィンタースポーツ部門では、降雪の影響に加え、若年層のスノーボード需要の増加もあり好調
に推移しました。

以上の結果、ウィンタースポーツ部門の売上高は、前連結会計年度比20.7%の増加となりまし
た。
【ゴルフ部門】

ゴルフ部門では、３密回避のスポーツとしてビギナー層を中心に市場拡大が継続していることに
加えて、新商品の販売キャンペーンの実施やフィッティング販売を強化したことにより好調に推移
しました。

以上の結果、ゴルフ部門の売上高は、前連結会計年度比21.1%の増加となりました。
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事業の経過及びその成果、対処すべき課題

【一般競技スポーツ・シューズ部門】
一般競技スポーツ・シューズ部門では、部活動やスポーツ大会が徐々に再開されたことで、各競

技用品やランニングシューズに加え、人流の回復に伴いタウンシューズやウォーキングシューズが
前年を上回りました。

以上の結果、一般競技スポーツ・シューズ部門の売上高は、前連結会計年度比9.7%の増加とな
りました。
【スポーツアパレル部門】

スポーツアパレル部門では、冬季に気温が低下したことや降雪の影響もあり、アウターを中心に
堅調に推移しました。

以上の結果、スポーツアパレル部門の売上高は、前連結会計年度比2.8%の増加となりました。
【アウトドア・その他部門】

アウトドア・その他部門では、ソロ・デュオキャンパーを中心にキャンプ市場拡大が継続してい
ることに加えて、カジュアル用途のアウターなどトレッキング用品が堅調に推移しました。

以上の結果、アウトドア・その他部門の売上高は、前連結会計年度比0.2％の増加となりまし
た。

⑵　対処すべき課題
今後の当社を取巻く環境につきましては、新型コロナウイルス感染症やサプライチェーンの混乱

の影響が徐々に和らぐこと、部活動やスポーツイベントの再開による一般競技スポーツ需要が回復
すること、及びEC市場の拡大が持続することなどから、新たな生活様式に対応した売上拡大の環
境が整うことを予想しております。一方で、物価上昇が与える個人消費への影響やエネルギー問題
に起因する物流費や電気料金などのコストアップ要因もあり、収益面では厳しい環境が想定されま
す。

かかる状況下、当社グループは、激変する市場環境に向けて、改めてキャッシュ・フロー経営に
基づく企業価値創造とグループ各社の競争優位性を高めることに注力します。

次期において、重点を置いて対応する内容は以下の通りです。
①新たな生活様式に対応したマーケティングとマーチャンダイジング
②店舗のスクラップ＆ビルドと新たな業態フォーマットの開発
③人材開発と業務標準化の推進
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設備投資等の状況

時 期 店 名

2021年４月 ゴルフパートナー 別府店（大分県）
ゴルフパートナー 東大和店（東京都）

2021年５月 スーパースポーツゼビオ イオンモール川口店（埼玉県）
2021年６月 ゴルフパートナー 厚木ゴルフプラザ店（神奈川県）

2021年７月

スーパースポーツゼビオ イオンモール金沢白山店（石川県）
ゼビオスポーツエクスプレス 千葉浜野店（千葉県）
PGA TOUR SUPERSTORE 千葉浜野店（千葉県）
ゴルフパートナー R296八千代店（千葉県）

2021年８月 ゴルフパートナー 東広島西条店（広島県）

2021年９月
ヴィクトリアゴルフプレミアム 湘南台店（神奈川県）
ゴルフパートナー 神栖練習場（茨城県）
ゴルフパートナー 博多駅前通り店（福岡県）

2021年10月 スーパースポーツゼビオ フルルガーデン八千代店（千葉県）
ゴルフパートナー 浦安店（千葉県）

2021年11月

スーパースポーツゼビオ セブンパークアリオ柏店（千葉県）
PGA TOUR SUPERSTORE かしわ沼南店（千葉県）
ゼビオスポーツエクスプレス かしわ沼南店（千葉県）
スポーツエクスプレスネクサス 能代店（秋田県）
スーパースポーツゼビオ おゆみ野店（千葉県）
ダブルイーグル 明治神宮外苑店（東京都）

2021年12月 Ｂ．Ｂ．パートナー 神宮バッティングドーム店（東京都）

2022年３月

ダブルイーグル 伊勢丹新宿店（東京都）
ゴルフパートナー 周南バイパス徳山店（山口県）
ゴルフパートナー 淡路島洲本インター店（兵庫県）
ゴルフパートナー 札幌ニュー真駒内ゴルフセンター店（北海道）
スーパースポーツネクサス 横手店（秋田県）

⑶　設備投資等の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は6,030百万円となりました。その主な投資といたしま
しては、当連結会計年度中の新規出店（74店舗）であり、その主な内訳は次のとおりであります。

⑷　資金調達の状況
当連結会計年度における資金調達は、自己資金のほか金融機関からの借入金をもって充当いたし

ました。
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財産及び損益の状況の推移

区 分
第 47 期 第 48 期 第 49 期 第50期（当期）

2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期
売 上 高 (百万円) 231,629 225,312 202,438 223,282
経 常 利 益 (百万円) 6,725 5,842 4,342 7,851
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 (百万円) 1,884 408 412 3,836

１株当たり当期純利益 (円) 42.41 9.23 9.32 86.77
総 資 産 (百万円) 184,054 182,921 207,482 208,308
純 資 産 (百万円) 118,481 117,251 116,353 118,708
１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 2,667.14 2,640.13 2,621.34 2,674.23

名　　　称 資　本　金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ゼ ビ オ 株 式 会 社 100百万円 100.0％ スポーツ用品等小売事業

株 式 会 社 ヴ ィ ク ト リ ア 100百万円 100.0％ スポーツ用品等小売事業

株式会社ゴルフパートナー 100百万円 100.0％ スポーツ用品等小売事業
クロススポーツマーケティ
ン グ 株 式 会 社 29百万円 100.0％ マーケティングエージェント

事業
ゼビオコミュニケーションネッ
ト ワ ー ク ス 株 式 会 社 10百万円 100.0％ EC事業
ク ロ ス テ ッ ク ス ポ ー ツ
株 式 会 社 10百万円 100.0％ 海外窓口業務、Ｒ＆Ｄ業務事

業

特定完全子会社の名称 ゼビオ株式会社
特定完全子会社の住所 福島県郡山市朝日三丁目７番35号
特定完全子会社の株式の帳簿価額 39,086百万円
当社の総資産額 123,685百万円

⑸　財産及び損益の状況の推移

（注）１．記載金額に消費税等は含まれておりません。
２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産

は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

⑹　重要な子会社の状況

（注）当事業年度末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。
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主要な事業内容、主要な事業所及び店舗

⑺　主要な事業内容(2022年３月31日現在）
　当社グループは、当社及び子会社33社で構成されており、スポーツ用品・用具及び衣料を中
心とした一般小売事業を主たる事業としております。また、スポーツマーケティング事業、商品
開発事業、クレジットカード事業及びWEBサイト運営事業等を展開しております。
　各事業の内容は次のとおりであります。
①一般小売事業

（スポーツ事業）
ゼビオ株式会社 業態 スーパースポーツゼビオドーム
（子会社） スーパースポーツゼビオ

ゼビオスポーツ
ゼビオスポーツエクスプレス
PGA TOUR SUPERSTORE（ゴルフ専門店）
タケダスポーツ
ネクサス

株式会社ヴィクトリア 業態 ヴィクトリア
（子会社） ヴィクトリアゴルフ（ゴルフ専門店）

エルブレス（アウトドア専門店）

株式会社ゴルフパートナー 業態 ゴルフパートナー
（子会社） フェスティバルゴルフ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ダブルイーグル

（ファッション事業）
ゼビオ株式会社 業態 next（ネクスト）

X'tyle（エクスタイル）
ルーキーUSA

（その他）
ゼビオ株式会社 業態 X'tyle Vision（エクスタイル　ビジョン）

スポーツメガネ・サングラス専門店
Xiasis（ジアシス）

スポーツドラッグ専門店
パステル

ファンシー文具・雑貨専門店
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主要な事業内容、主要な事業所及び店舗

②その他事業
クロススポーツマーケティング株式会社（子会社）

マーケティングエージェント事業等
ゼビオコミュニケーションネットワークス株式会社（子会社）

EC事業等
クロステックスポーツ株式会社（子会社）

海外窓口業務、R＆D業務事業等

本社 福島県郡山市朝日三丁目７番35号
        東京オフィス 東京都千代田区神田錦町３丁目20番地 錦町トラッドスクエア
　　②　子会社
      ゼビオ株式会社 福島県郡山市朝日三丁目７番35号

ｽｰﾊﾟｰｽﾎﾟｰﾂ
ｶﾝﾊﾟﾆｰ 福島県郡山市朝日三丁目７番35号

　店舗 490店舗
北海道 28店舗 青森県 10店舗 岩手県 8店舗 宮城県 19店舗
秋田県 8店舗 山形県 9店舗 福島県 29店舗 茨城県 21店舗
栃木県 8店舗 群馬県 5店舗 埼玉県 20店舗 千葉県 29店舗
東京都 25店舗 神奈川県 26店舗 新潟県 16店舗 富山県 5店舗
石川県 7店舗 福井県 2店舗 長野県 19店舗 岐阜県 3店舗
静岡県 9店舗 愛知県 16店舗 三重県 8店舗 滋賀県 3店舗
京都府 4店舗 大阪府 27店舗 兵庫県 15店舗 奈良県 3店舗
和歌山県 2店舗 島根県 4店舗 岡山県 4店舗 広島県 9店舗
山口県 2店舗 徳島県 5店舗 香川県 3店舗 愛媛県 5店舗
高知県 5店舗 福岡県 30店舗 佐賀県 2店舗 熊本県 8店舗
大分県 3店舗 長崎県 2店舗 宮崎県 6店舗 鹿児島県 4店舗
沖縄県 14店舗

⑻　主要な事業所及び店舗（2022年３月31日現在）
①　当社
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主要な事業内容、主要な事業所及び店舗

ﾈｸｻｽｶﾝﾊﾟﾆｰ 岩手県盛岡市みたけ２丁目８番40号
　店舗 29店舗

青森県 5店舗 岩手県 10店舗 宮城県 2店舗 秋田県 8店舗
山形県 4店舗

パステルカンパニー 福島県郡山市東原一丁目２番地
　店舗 32店舗

青森県 4店舗 岩手県 1店舗 秋田県 1店舗 福島県 6店舗
茨城県 5店舗 群馬県 1店舗 埼玉県 3店舗 千葉県 2店舗
東京都 3店舗 神奈川県 3店舗 山梨県 1店舗 静岡県 2店舗

株式会社ヴィクトリア 東京都千代田区神田小川町２丁目４番14号 フィールドクレストビル
　店舗 68店舗

埼玉県 12店舗 千葉県 1店舗 東京都 46店舗 神奈川県 9店舗

株式会社ゴルフパートナー 東京都千代田区神田錦町３丁目20番地 錦町トラッドスクエア
　直営店舗 235店舗

北海道 9店舗 青森県 2店舗 岩手県 4店舗 宮城県 1店舗
秋田県 3店舗 山形県 2店舗 福島県 7店舗 茨城県 11店舗
栃木県 2店舗 群馬県 5店舗 埼玉県 8店舗 千葉県 28店舗
東京都 38店舗 神奈川県 13店舗 新潟県 3店舗 石川県 2店舗
長野県 1店舗 岐阜県 1店舗 静岡県 3店舗 愛知県 13店舗
三重県 7店舗 滋賀県 1店舗 大阪府 19店舗 兵庫県 6店舗
奈良県 4店舗 和歌山県 2店舗 岡山県 2店舗 広島県 6店舗
山口県 4店舗 徳島県 1店舗 香川県 1店舗 愛媛県 1店舗
福岡県 9店舗 佐賀県 1店舗 熊本県 4店舗 大分県 2店舗
長崎県 2店舗 宮崎県 2店舗 鹿児島県 2店舗 沖縄県 3店舗

クロススポーツマーケティング
株 式 会 社 東京都千代田区神田錦町３丁目20番地 錦町トラッドスクエア

ゼビオコミュニケーションネット
ワ ー ク ス 株 式 会 社 東京都千代田区神田小川町三丁目４番２号 御茶ノ水三四ビル

クロステックスポーツ株式会社 福島県郡山市朝日三丁目７番35号
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従業員の状況

従　業　員　数 前　期　末　比

2,576名 71名減

借 入 先 借 入 金 残 高

株式会社日本政策投資銀行 10,000百万円

株式会社東邦銀行（注） 466百万円

株式会社青森銀行（注） 466百万円

株式会社みちのく銀行（注） 466百万円

株式会社福島銀行（注） 186百万円

⑼　従業員の状況（2022年３月31日現在）

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ
への出向者を含む。）であります。

２．上記従業員数には、パートタイマー及びアルバイト5,421名（１日実働８時間換算）は含んでおりま
せん。

⑽　主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

（注）これらの借入金は連結子会社によるノンリコースローンであり、当該ローンの返済は該当子会
社の保有資産の範囲内に限定されます。

－ 12 －
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会社の株式に関する事項

⑴　発行可能株式総数 135,000,000株
⑵　発行済株式の総数 47,911,023株
⑶　株主数 35,889名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

有 限 会 社 サ ン ビ ッ ク 8,252,605 18.7

公 益 財 団 法 人 諸 橋 近 代 美 術 館 4,500,000 10.2

有 限 会 社 テ ィ ー ・ テ ィ ー ・ シ ー 4,121,466 9.3

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（ 信 託 口 ） 3,496,800 7.9

諸 橋 輝 子 1,392,364 3.1

諸 橋 友 良 1,173,750 2.7

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 口 ） 1,138,300 2.6

諸 橋 寛 子 900,897 2.0

SSBTC　CLIENT　OMNIBUS　ACCOUNT 722,921 1.6

T H E  B A N K  O F  N E W  Y O R K  1 3 3 9 7 2 679,100 1.5

２．会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）

⑷　大株主の状況

(注) １．当社は、自己株式3,699,987株を保有しており、上記の大株主から除外しております。また、持株比
率は自己株式を控除して計算しております。

　　　２．信託銀行の所有株式数には、信託業務に係る株式数が含まれております。
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会社役員に関する事項

氏 名 会社における地位 担当及び重要な兼職の状況

諸 橋 友 良 代 表 取 締 役 社 長 ゼ ビ オ 株 式 会 社  代 表 取 締 役

北 澤 　 猛 取 締 役 ク ロ ス テ ッ ク ス ポ ー ツ 株 式 会 社  監 査 役
G o l f  P a r t n e r  K o r e a  C o . , L t d .  監 事

谷 代 正 毅 取 締 役

石 綿 　 学 取 締 役
弁 護 士
森・濱田松本法律事務所パートナー弁護士
株式会社デジタルハーツホールディングス 社外取締役
東京大学大学院法学政治学研究科 客員教授

太 田 道 彦 取 締 役 ユ ニ チ カ 株 式 会 社  社 外 取 締 役

岩 本 　 保 取 締 役 清 水 建 設 株 式 会 社  社 外 取 締 役

干 川 勇 一 常 勤 監 査 役

小 谷 野 　 幹 　 雄 監 査 役

公 認 会 計 士
小 谷 野 公 認 会 計 士 事 務 所 所 長
小 谷 野 税 理 士 法 人  代 表 社 員
株 式 会 社 ヴ ィ ク ト リ ア  社 外 監 査 役
日 本 シ ス テ ム ウ ェ ア 株 式 会 社  社 外 取 締 役 監 査 等 委 員

菅 野 　 仁 監 査 役

税 理 士
菅 野 税 理 士 事 務 所 所 長
ゼ ビ オ 株 式 会 社  社 外 監 査 役
福 島 信 用 金 庫  非 常 勤 理 事
有 限 会 社 コ ス モ 会 計  代 表 取 締 役
株式会社オフィスグリーンガーネット 代表取締役

３．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の氏名等（2022年３月31日現在）

（注）１．取締役谷代正毅氏、石綿学氏、太田道彦氏、岩本保氏は、社外取締役であります。
２．監査役小谷野幹雄氏、菅野仁氏は、社外監査役であります。
３．取締役石綿学氏は弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有するものでありま

す。
４．監査役小谷野幹雄氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
５．監査役菅野仁氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもので

あります。

－ 14 －



招
集
ご
通
知

連
結
計
算
書
類
／
監
査
報
告

計
算
書
類
／
監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

2022/06/02 8:57:02 / 21825783_ゼビオホールディングス株式会社_招集通知

会社役員に関する事項

６．当社は、取締役谷代正毅氏、太田道彦氏、岩本保氏を東京証券取引所が指定を義務付ける独立役員と
して指定し、同取引所に届け出ております。

⑵　取締役及び監査役の報酬等の額
　①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
　当社は、2021年２月16日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決
定方針を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定
方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、人事・
報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判
断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

　ⅰ　基本方針
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよ
う株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては、各職責を踏まえた適
正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての
基本報酬、業績連動報酬等及び株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、そ
の職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととする。
　ⅱ　基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定
に関する方針を含む。)
　当社の業務執行取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて、当
社の業績、従業員給与の水準、加えて市場水準等をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するも
のとする。社外取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、市場水準等を考慮しながら、総合的に
勘案して決定するものとする。
　ⅲ　業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針
（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）
　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績の状況及び各取締役の業績への貢献度に応じて算出され
た額を賞与として毎年、一定の時期に支給する。目標となる業績指標とその値は、適宜、環境の変
化に応じて人事・報酬委員会の答申を踏まえた見直しを行うものとする。非金銭報酬等は、取締役
の報酬と当社業績及び株式価値との連動性を一層明確にし、中長期的な業績向上と企業価値向上へ
の貢献意欲や士気を一層高めることを目的とした、株式報酬型ストックオプションとし、株式報酬
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会社役員に関する事項

型ストックオプションの総額は、2010年６月開催の第38回定時株主総会で決議された割当上限の
範囲内とし、各取締役への割当個数は、当該取締役の役位等を勘案して決定し、一定の時期に新株
予約権として割当てるものとする。なお、新株予約権者は当社の取締役、監査役、執行役員のいず
れの地位をも喪失した日の翌日から10日以内に限り新株予約権を行使することができるものとす
る。
　ⅳ　金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額
に対する割合の決定に関する方針
　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、職責や社内社外の別に応じて、より健全かつ効
果的なインセンティブの設定とするために、外部専門機関の調査データなどを活用しながら、人
事・報酬委員会において検討を行う。代表取締役社長は人事・報酬委員会の答申内容を尊重し、当
該答申で示された種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとす
る。なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、基本報酬:業績連動報酬等:非金銭報酬等＝60:20:20
とする（業績連動報酬等及び非金銭報酬等が基準報酬額であるときを前提として算出しており、当
該比率は変動することがある）。
　ⅴ　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担
当事業の評価を行うことに最も適した代表取締役社長がその具体的内容について委任を受けるもの
とし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた賞与
の評価配分とする。取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、人
事・報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当該
答申の内容に従って決定をしなければならないこととする。なお、株式報酬は、人事・報酬委員会
の答申を踏まえ、取締役会で取締役個人別の割当株式数を決議する。

－ 16 －
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会社役員に関する事項

区 分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる役員

の員数（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等
取締役

（うち社外取締役）
120百万円

（22百万円）
82百万円

（22百万円）
15百万円

（－百万円）
22百万円

（－百万円）
６名

（４名）
監査役

（うち社外監査役）
12百万円

（6百万円）
12百万円

（6百万円）
－百万円

（－百万円）
－百万円

（－百万円）
４名

（３名）

　②当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．2021年６月29日開催の第49回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名を含んでおりま
す。

　　　２．業績連動報酬等にかかる指標は、事業年度ごとの業績及び業績への貢献度であり、また、当該指標を
選定した理由は、小売業を中心とした当社グループは、環境変化に対して対応の早さを重要視し、指
標に対しての結果だけではなく、変化対応のための数字に表れない貢献度も重要と考えております。
業績連動報酬等の額の算定方法は、各事業年度の業績の達成度合いをベースに貢献度を考慮し賞与と
して毎年、一定の時期に支給することとしております。

３．非金銭報酬等の内容は、当事業年度におけるストックオプション報酬額であります。
４．取締役の報酬限度額は、2015年６月26日開催の定時株主総会において年額300百万円以内（ただ

し、使用人分給与は含まない。）と決議をいただいております。当該株主総会終結時点の取締役は、
6名（うち社外取締役4名）です。
また、金銭報酬とは別枠で2010年６月29日開催の定時株主総会において、株式報酬の額として年額
50百万円以内、株式数の上限を年27,000株以内（社外取締役は付与対象外）、2020年６月26日開
催の定時株主総会において、株式数を年30,000株以内（社外取締役は付与対象外）と決議しており
ます。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）は２名です。

５．監査役の報酬限度額は、2005年６月29日開催の定時株主総会において年額30百万円以内と決議を
いただいております。当該株主総会終結時点の監査役は３名です。

６．取締役会は、代表取締役諸橋友良氏に対し各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を除く各取締役の
担当部門の業績等を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体
の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役が適していると判断し
たためであります。

７．上記のほか、社外監査役が当社の子会社から当期中に受けた役員報酬等の総額は２百万円です。

⑶　社外役員に関する事項
　　①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　　・取締役石綿学氏は、森・濱田松本法律事務所パートナー弁護士、株式会社デジタルハーツホ
　　　ールディングスの社外取締役及び東京大学大学院法学政治学研究科の客員教授を兼務してお
　　　ります。当社と各兼職先との間には特別な関係はありません。
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2022/06/02 8:57:02 / 21825783_ゼビオホールディングス株式会社_招集通知

会社役員に関する事項

　　・取締役太田道彦氏は、ユニチカ株式会社の社外取締役を兼務しております。当社と兼職先と
の間には特別な関係はありません。

　　・取締役岩本保氏は、清水建設株式会社の社外取締役を兼務しております。当社と兼職先との
間には特別な関係はありません。

　　・監査役小谷野幹雄氏は、小谷野公認会計士事務所所長、小谷野税理士法人代表社員、子会社
株式会社ヴィクトリアの社外監査役及び日本システムウェア株式会社の社外取締役監査等委
員を兼務しております。子会社を除き、当社と各兼職先との間には特別な関係はありませ
ん。

　　・監査役菅野仁氏は、菅野税理士事務所所長、子会社ゼビオ株式会社の社外監査役、福島信用
金庫の非常勤理事、有限会社コスモ会計の代表取締役及び株式会社オフィスグリーンガーネ
ットの代表取締役を兼務しております。子会社を除き、当社と各兼職先との間には特別な関
係はありません。

　　②当事業年度における主な活動状況
・取締役谷代正毅氏は当期開催の取締役会31回に出席（出席率100％）いたしました。
　銀行での職務経験、海外勤務経験が豊富で金融、財務・会計に関する専門知識を有してお

り、当該視点から監督機能を果たしていただくことを期待しておりましたが、当社取締役会
において当該視点から積極的な発言をいただくなど、当社の社外取締役として業務執行に対
する監督、助言等適切な役割を果たしていただいております。

・取締役石綿学氏は当期開催の取締役会30回に出席（出席率97％）いたしました。
　弁護士として企業法務に関する幅広い専門知識を有しており、当該視点から監督機能を果た

していただくことを期待しておりましたが、当社取締役会において当該視点から積極的な発
言をいただくなど、当社の社外取締役として業務執行に対する監督、助言等適切な役割を果
たしていただいております。

・取締役太田道彦氏は当期開催の取締役会31回に出席（出席率100％）いたしました。
　総合商社で培ってきた国内外での幅広い知識、経験から、グローバル経営に関する専門知識

を有しており、当該視点から監督機能を果たしていただくことを期待しておりましたが、当
社取締役会において当該視点から積極的な発言をいただくなど、当社の社外取締役として業
務執行に対する監督、助言等適切な役割を果たしていただいております。
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会社役員に関する事項

・取締役岩本保氏は2021年６月29日就任以降、当期開催の取締役会20回に出席（出席率
95％）いたしました。

　企業経営者として培ってきた国内外での幅広い知識、経験から、経営管理に関する専門知識
を有しており、当該視点から監督機能を果たしていただくことを期待しておりましたが、当
社取締役会において当該視点から積極的な発言をいただくなど、当社の社外取締役として業
務執行に対する監督、助言等適切な役割を果たしていただいております。

・監査役小谷野幹雄氏は当期開催の取締役会31回に出席（出席率100％）し、また、監査役会
18回に出席（出席率100％）いたしました。

　公認会計士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するため
の発言を行っております。また、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

・監査役菅野仁氏は2021年６月29日就任以降、当期開催の取締役会20回に出席（出席率
95％）し、また、監査役会11回に出席（出席率92％）いたしました。

　税理士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための発
言を行っております。また、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

⑷　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役ならびに各監査役との間では、会社法第427条第１項の規定に基づき、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損
害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

⑸　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３条第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社の取締役、監査役であ
り、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者が株主や第三者か
ら損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担することになる損害賠償金、訴訟
費用等の損害を当該保険契約により填補することとしております。なお、被保険者の職務執行
に関して悪意または重大な過失があった事に起因する場合、もしくは当該契約において保険会
社が免責されるべき事由として規定されている事由のある場合には保険が適用されないことと
するなど、会社役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じており
ます。
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会計監査人の状況

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 54百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 76百万円

４．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称
　　有限責任監査法人トーマツ

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判
断をいたしました。

３．当社の一部の連結子会社は、当社会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の監査を受けておりま
す。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、監査
役会は監査役全員の同意に基づき会計監査人の解任を決定いたします。
　また、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会規程に
則り会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に提案することといたしますが、そ
の内容は監査役会が決定いたします。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

（2022年３月31日現在）
（単位　百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
営 業 貸 付 金
商 品
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
敷 金
投 資 不 動 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

147,012
39,893
22,477
967

75,921
1

8,043
△292

61,295
31,891
14,211
13,910
1,356
75

2,339
5,495
716
1,854
2,924

23,908
727
24

4,852
1,851
14,142
1,849
139
582
△260　

流 動 負 債 74,684
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 22,388
電 子 記 録 債 務 28,099
短 期 借 入 金 770
1年内返済予定の長期借入金 5,953
未 払 法 人 税 等 1,808
賞 与 引 当 金 1,470
役 員 賞 与 引 当 金 15
ポ イ ン ト 引 当 金 91
そ の 他 14,087

固 定 負 債 14,915
長 期 借 入 金 6,459
リ ー ス 債 務 2,001
退 職 給 付 に 係 る 負 債 905
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 59
資 産 除 去 債 務 4,640
そ の 他 849

負 債 合 計 89,599
純 資 産 の 部

株 主 資 本 117,984
資 本 金 15,935
資 本 剰 余 金 16,119
利 益 剰 余 金 92,427
自 己 株 式 △6,498

その他の包括利益累計額 245
その他有価証券評価差額金 47
為 替 換 算 調 整 勘 定 638
退職給付に係る調整累計額 △439

新 株 予 約 権 435
非 支 配 株 主 持 分 42
純 資 産 合 計 118,708

資 産 合 計 208,308 負 債 純 資 産 合 計 208,308

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（単位　百万円）
科　　目 金　　額

売上高 223,282
売上原価 136,228

売上総利益 87,053
販売費及び一般管理費 82,054

営業利益 4,999
営業外収益

受取利息 49
受取配当金 10
不動産賃貸料 634
為替差益 559
業務受託料 299
助成金収入 1,663
その他 677 3,893

営業外費用
支払利息 120
不動産賃貸費用 478
業務受託費用 272
その他 171 1,041

経常利益 7,851
特別利益

固定資産売却益 4
受取保険金 111
新株予約権戻入益 28
関係会社株式売却益 149 293

特別損失
固定資産除却損 290
固定資産売却損 17
減損損失 1,293
災害による損失 39
店舗閉鎖損失 1
投資有価証券評価損 149
関係会社株式売却損 19
賃貸借契約解約損 120 1,930

税金等調整前当期純利益 6,214
法人税、住民税及び事業税 2,950
法人税等調整額 △588 2,361
当期純利益 3,853
非支配株主に帰属する当期純利益 17
親会社株主に帰属する当期純利益 3,836

連 結 損 益 計 算 書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴　木　登樹男

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 外 賀 友 明

独立監査人の監査報告書
2022年5月24日

ゼビオホールディングス株　式　会　社
取　　締　　役　　会　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
　 東 京 事 務 所

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ゼビオホールディングス株式会社の2021年4月1日から

2022年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ゼビオホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄　本
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結
計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監
査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以　上
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貸借対照表

（2022年３月31日現在）
（単位　百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
電 子 記 録 債 権
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
前 払 費 用
未 収 金
リ ー ス 投 資 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
リ ー ス 投 資 資 産
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
敷 金
投 資 不 動 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

49,421
12,475
459

34,148
200
2,032
104
5
△3

74,263
14,995
6,938
165
38

7,836
16
0

1,202
1,202

0
58,065
479

50,965
765
63

1,021
8

2,268
4

1,252
1,802
95

△662　

流 動 負 債 7,772
1年内返済予定の長期借入金 5,840
未 払 金 1,523
未 払 法 人 税 等 44
前 受 収 益 208
賞 与 引 当 金 6
役 員 賞 与 引 当 金 15
そ の 他 135
固 定 負 債 6,051
長 期 借 入 金 4,160
リ ー ス 債 務 63
退 職 給 付 引 当 金 8
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 59
投 資 損 失 引 当 金 858
預 り 保 証 金 69
資 産 除 去 債 務 732
そ の 他 100
負 債 合 計 13,823

純 資 産 の 部
株 主 資 本 109,379
資 本 金 15,935
資 本 剰 余 金 16,167
資 本 準 備 金 15,907
そ の 他 資 本 剰 余 金 259
利 益 剰 余 金 83,774
利 益 準 備 金 802
そ の 他 利 益 剰 余 金 82,972
別 途 積 立 金 72,050
繰 越 利 益 剰 余 金 10,922

自 己 株 式 △6,498
評 価 ・ 換 算 差 額 等 47
その他有価証券評価差額金 47
新 株 予 約 権 435
純 資 産 合 計 109,861

資 産 合 計 123,685 負 債 純 資 産 合 計 123,685

貸　借　対　照　表
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損益計算書

(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（単位　百万円）
科　　目 金　　額

営業収益 7,694
営業費用 5,247

営業利益 2,447
営業外収益

受取利息 230
受取配当金 8
為替差益 460
不動産賃貸料 280
その他 59 1,039
営業外費用

支払利息 37
不動産賃貸費用 184
その他 1 223
経常利益 3,263

特別利益
受取保険金 42
貸倒引当金戻入益 598
新株予約権戻入益 28 669
特別損失

固定資産除却損 71
固定資産売却損 11
投資損失引当金繰入 190 272
税引前当期純利益 3,660
法人税、住民税及び事業税 255
法人税等調整額 △48 207
当期純利益 3,452

損　益　計　算　書
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会計監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴　木　登樹男

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 外 賀 友 明

独立監査人の監査報告書
2022年5月24日

ゼビオホールディングス株　式　会　社
取　　締　　役　　会　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
　 東 京 事 務 所

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ゼビオホールディングス株式会社の2021年4月1

日から2022年3月31日までの第50期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上
の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書　謄　本
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会計監査人の監査報告書

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事
項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続
企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 28 －
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監査役会の監査報告書

監　査　報　告　書

　当監査役会は、２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの第５０期事業年度の取締役の職務の執行に関して、
各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法およびその内容
（１）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、
取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました｡

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査
室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実
施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。
②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会
社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第1
項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説
明を求め、意見を表明いたしました。
③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行
が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管
理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討しました。

監査役会の監査報告書　謄　本
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監査役会の監査報告書

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事
業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

２０２２年５月24日

ゼビオホールディングス株式会社　監査役会

常勤監査役 干 　 川 　 勇 　 一 ㊞
社外監査役 小 谷 野 　 幹 　 雄 ㊞
社外監査役 菅 　 野 　 　 仁 ㊞

　
以　上

－ 30 －
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定款変更議案

現 行 定 款 変 更 案
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし
提供）
第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類、事業報告、計算書類および連
結計算書類に記載または表示をすべき事項
に係る情報を、法務省令に定めるところに
従いインターネットを利用する方法で開示
することにより、株主に対して提供したも
のとみなすことができる。

（削　　除）

株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案　定款一部変更の件
１. 提案の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定
する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が
導入されることとなりますので、次のとおり定款を変更するものであります。
(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めるこ

とが義務付けられることから、変更案第15条（電子提供措置等）第１項を新設するも
のであります。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交
付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定
することができるようにするため、変更案第15条（電子提供措置等）第２項を新設す
るものであります。

(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（株主総会参考書類
等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するもの
であります。

(4) 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本
附則は期日経過後に削除するものといたします。

２. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

－ 31 －
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定款変更議案

現 行 定 款 変 更 案
（電子提供措置等）

（新　　設） 第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総
会参考書類等の内容である情報について電
子提供措置をとる。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち
法務省令で定めるものの全部または一部に
ついて、議決権の基準日までに書面交付請
求をした株主に対して交付する書面に記載
することを要しないものとする。

（新　　設） （附則）
（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

（新　　設） 第１条 定款第15条（株主総会参考書類等のインタ
ーネット開示とみなし提供）の削除および
定款第15条（電子提供措置等）の新設は、
2022年９月１日から効力を生ずるものとす
る。

２ 前項の規定にかかわらず、2022年９月１日
から６か月以内の日を株主総会の日とする
株主総会については、定款第15条（株主総
会参考書類等のインターネット開示とみな
し提供）は、なお効力を有する。

３ 本条の規定は、2022年９月１日から６か月
を経過した日または前項の株主総会の日か
ら３か月を経過した日のいずれか遅い日後
にこれを削除する。

－ 32 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
／
監
査
報
告

計
算
書
類
／
監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/06/02 8:57:02 / 21825783_ゼビオホールディングス株式会社_招集通知

取締役選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位及び担当

所有する当社
株 式 の 数

1
もろ

諸
 

　
はし

橋
 

　
とも

友
 

　
よし

良
（1964年８月28日）

    1994年    12月 当社入社
    2000年    5 月 当社執行役員営業本部スポーツ事業部副部

長
    2000年    6 月 当社取締役・執行役員営業本部スポーツ事

業部副部長
    2001年    10月 当社取締役スポーツ事業部部長
    2002年    7 月 当社常務取締役営業本部長
    2003年    2 月 当社代表取締役社長（現任）

1,173,750株

［重要な兼職の状況］
ゼビオ株式会社代表取締役会長

2
きた

北
 

　
ざわ

澤
 

　
 

　
 

　
たけし

猛
（1950年11月４日）

    1974年    4 月 株式会社トーメン入社
    2000年    4 月 上海トーメン社社長
    2004年    4 月 株式会社トーメン繊維素材部長
    2005年    1 月 同社繊維原料部長
    2008年    4 月 当社執行役員人材開発部門長兼人事担当役

員補佐
    2008年    6 月 当社取締役（現任）

0株

［重要な兼職の状況］
クロステックスポーツ株式会社監査役
Golf Partner Korea Co.,Ltd.監事

3
や

谷
 

　
しろ

代
 

　
まさ

正
 

　
たけ

毅
（1943年12月11日）

    1967年    4 月 株式会社日本興業銀行入行
    1993年    6 月 同行ロサンゼルス支店長
    1996年    6 月 同行常任監査役
    1999年    6 月 同行常務執行役員
    2002年    4 月 ユーシーカード株式会社代表取締役副社長
    2004年    6 月 富士重工業株式会社常勤監査役
    2006年    6 月 当社社外取締役（現任）

0株

［重要な兼職の状況］
該当事項はありません。

第２号議案　取締役６名選任の件
　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 33 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位及び担当

所有する当社
株 式 の 数

4
いし

石
 

　
わた

綿
 

　
 

　
 

　
がく

学
（1970年11月16日）

    1997年    4 月 弁護士登録（第二東京弁護士会）
    1997年    4 月 森綜合法律事務所（現　森・濱田松本法律

事務所）入所
    2008年    6 月 当社社外取締役（現任）

0株
［重要な兼職の状況］
弁護士
森・濱田松本法律事務所パートナー弁護士
株式会社デジタルハーツホールディングス社外取締役

5
おお

太
 

　
た

田
 

　
みち

道
 

　
ひこ

彦
（1952年12月８日）

    1975年    4 月 丸紅株式会社入社
    2008年    4 月 同社常務執行役員ライフスタイル部門長
    2009年    6 月 同社代表取締役常務執行役員
    2010年    4 月 同社代表取締役専務執行役員
    2012年    4 月 同社代表取締役副社長執行役員
    2013年    4 月 同社副社長執行役員アセアン支配人

東アジア総代表、南西アジア支配人
丸紅アセアン会社社長

    2014年    6 月 同社代表取締役副社長執行役員
    2015年    4 月 同社副会長
    2016年    6 月 当社社外取締役（現任）

0株

［重要な兼職の状況］
ユニチカ株式会社社外取締役

6
いわ

岩
 

　
もと

本
 

　
 

　
 

　
たもつ

保
（1950年９月25日）

    1974年    4 月 味の素株式会社入社
    2001年    7 月 ベトナム味の素社社長
    2005年    6 月 味の素株式会社執行役員人事部長
    2009年    6 月 同社取締役常務執行役員
    2011年    6 月 同社取締役専務執行役員
    2015年    6 月 同社代表取締役副社長執行役員
    2017年    6 月 同社常任顧問

2022年    6 月 当社社外取締役（現任）

1,000株

［重要な兼職の状況］
清水建設株式会社社外取締役

(注) １．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はございません。
２．谷代正毅氏、石綿学氏、太田道彦氏、岩本保氏は社外取締役候補者であります。

　　　　　当社は谷代正毅氏、太田道彦氏、岩本保氏を東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反
　　　　　が生じるおそれのない独立役員として同取引所に届け出ております。

－ 34 －
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取締役選任議案

３．取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要
諸橋友良氏につきましては、経営者として豊富な経験と幅広い見識を有し、これまで当社代表取締
役としてリーダーシップを発揮するとともに、当社における様々な職務経験は当社グループの重要
事項の決定及び職務執行の監督等に十分な役割を果たしていただけると期待しております。また、
同氏の当社代表取締役社長就任期間は、本総会終結の時をもって19年間であります。
北澤猛氏につきましては、商社での職務経験を通じ幅広い見識を有すとともに、当社において人事
改革・人材開発担当執行役員を経験するなど、当社グループの重要事項の決定及び職務執行の監督
等に十分な役割を果たしていただけると期待しております。また、同氏の当社取締役就任期間は、
本総会終結の時をもって14年間であります。
谷代正毅氏につきましては、銀行での職務経験を通じ幅広い見識を有すとともに、これまで培って
きた知識、経験等を当社の財務面に活かしていただけるものと期待しております。また、同氏の当
社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって16年間であります。
石綿学氏につきましては、弁護士の資格を有しており、これまでの経験、知識等を当社の内部統制
面をはじめ、法務面に活かしていただけるものと期待しております。なお、同氏は、過去に社外役
員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により社外取締
役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。また、同氏の当社社外取締役就
任期間は、本総会終結の時をもって14年間であります。
太田道彦氏につきましては、商社で培ってきた国内外での幅広い知識、経験等を当社グループの海
外事業やその他の事業展開に活かしていただけるものと期待しております。また、同氏の当社社外
取締役就任期間は、本総会終結の時をもって6年間であります。
岩本保氏につきましては、企業経営者としての豊富な経験と幅広い知識に基づき、経営の監督と経
営全般への助言など社外取締役に求められる役割・責務を発揮していただけるものと期待しており
ます。また、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって１年間であります。

４．社外取締役との責任限定契約について
当社は、社外取締役として有用な人材を迎えることができるよう、定款において、取締役（業務執
行取締役等であるものを除く）との間で、当社への損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締
結できる旨を定めております。これにより当社は、谷代正毅氏、石綿学氏、太田道彦氏、岩本保氏
との間で、当該責任限定契約を締結しております。
その契約内容の概要は次のとおりであります。
・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、法令に定める最低責
任限度額を限度としてその責任を負う。
・上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂行について善
意かつ重大な過失がないときに限るものとする。
なお、谷代正毅氏、石綿学氏、太田道彦氏、岩本保氏の再選が承認可決された場合、同契約を締結
する予定であります。

５．役員等賠償責任保険契約の締結について
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
し、株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担することになる
損害賠償金・訴訟費用等の損害を当該保険契約により填補することとしております。なお、各候補
者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約
は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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第３号議案　ストックオプションとして新株予約権を発行する件
　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、次の要領により、当社及び連結子
会社の取締役、執行役員及び従業員に対し、特に有利な条件をもって新株予約権を発行するこ
と、及び募集事項の決定を当社取締役会に委任することのご承認をお願いするものです。
　なお、当社取締役に対する本新株予約権の発行は、取締役に対する金銭ではない報酬に該当
し、またその額も確定していないため、報酬として割当てる新株予約権の算定方法も合わせて
ご承認をお願いするものです。
　ストックオプションとしての新株予約権は当社グループの業績向上及び企業価値増大に対す
る意欲や士気を高めること等を目的としております。ストックオプションとしての新株予約権
に関する報酬等の額は、取締役（社外取締役を除く）については、会社業績及び当社における
業績執行等の状況・貢献度等を基準として決定し、割当日においてブラックショールズモデル
を用いて算定する新株予約権１個あたりの公正価額に、割り当てる新株予約権の個数を乗じて
算定いたします。
　上記に鑑み、当社は、ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬等の額及びその
具体的な内容並びに取締役の報酬等の内容は相当なものであると考えております。
　なお、第２号議案をご承認いただきますと、本新株予約権の割当てを受けることになる当社
取締役は２名（社外取締役４名は除く。）となります。

　新株予約権の内容は以下のとおりです。
１．特に有利な条件で新株予約権を発行することを必要とする理由
　当社グループの業績向上や企業価値の増大、株主重視の経営意識を高めるためのインセン
ティブを与えることを目的として、次の要領により新株予約権を発行するものです。
２．新株予約権発行の要領
⑴　新株予約権の割当てを受ける者
　当社及び連結子会社の取締役、執行役員、従業員
⑵　新株予約権の目的となる株式の種類及び数
　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とする。
　新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株と
する。
　ただし、新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）以降、当社が当社普通株
式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき
同じ。）または株式併合を行う場合は次の算式により付与株式数を調整するものとする。た
だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的で
ある株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨
てるものとする。
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率
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　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな
いときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用す
る。
　ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会におい
て承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の
日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日
の翌日以降これを適用する。
　また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割または株式交換を行う場合及びその他
これらの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において
必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。
　新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、普通株式
300,000株を上限とする。
　ただし、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総
数を乗じた数に調整されるものとする。
⑶　新株予約権の数
　3,000個を発行する新株予約権の上限とする。なお、従来のストックオプションとしての
新株予約権の付与の状況、その他の諸般の事情を考慮して、当社取締役への新株予約権の割
当数は、300個を上限とする。
⑷　新株予約権と引換えに払込む金額
　新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。
⑸　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受け
ることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に当該新株予約権
に係る付与株式数を乗じた金額とする。
　行使価額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券
取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）の平均値に1.03
を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が割当日の終値（当日
に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値。）を下回る場合は、割当日の終値とす
る。なお、割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、
次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

既発行
株式数＋

新規発行
株 式 数×

１株当たり
払 込 金 額

調整後
行使価額 ＝

調整前
行使価額 ×

時　価

既発行株式数＋新規発行株式数

　また、割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株を発行または自己
株式の処分を行う場合（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）は、次の
算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式の総
数から当社普通株式に係る自己株式数を控除して得た数とし、当社普通株式に係る自己株式
の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式」に読み替えるものとす
る。
　上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本金の額
の減少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする事由が生じた
場合には、取締役会の決議により合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。
⑹　新株予約権を行使することができる期間
　新株予約権の割当日から２年を経過した日の翌日から５年以内
⑺　新株予約権の行使の条件及び制限
①新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役、執行役員もしくは従業員及び連結
子会社の取締役、執行役員もしくは従業員の地位にあることを要する。
②新株予約権の相続はこれを認めない。
③その他の行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者の間で締結する
「新株予約権割当契約」に定めるところによる。
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⑻　新株予約権の取得条項
①新株予約権者が上記⑺による新株予約権の行使の条件を満たさなくなった場合、その他
理由のいかんを問わず権利を行使することができなくなった場合、当社は新株予約権を
無償で取得することができる。
②当社が消滅会社となる合併契約の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは
株式移転の議案、または当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案が
株主総会で承認された場合は、取締役会が別途定める日に、当社は新株予約権を無償で
取得することができる。

⑼　譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するものとする。
⑽　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に
関する事項
①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算
規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算
の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。
②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、前記
の資本金等増加限度額から前記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑾　端数の取扱い
　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合
には、これを切り捨てるものとする。
⑿　取締役に対する報酬等の具体的な算定方法及び新株予約権の公正価額の算定基準
　取締役に対する報酬等の具体的な算定方法は、新株予約権１個当たりの公正価額に、新株
予約権の割当日に在任する当社取締役（社外取締役を除く。）に割当てる新株予約権の総数
を乗じて得られる価額とする。
　新株予約権１個当たりの公正価額は、割当日における当社株価及び行使価額等の諸条件を
もとに、ブラック・ショールズ・モデルを用いて算定した公正な評価に基づくものとする。
⒀　新株予約権の発行に関するその他の内容については、別途開催される取締役会の決議に
おいて定める。

以　上
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＊ご利用可能な駐車場
❶中町立体駐車場　　❷中町中央パーキング　　❸ナイスパーク中町　　❹パーキングタウンMaggy陣屋

第50回定時株主総会会場ご案内図

会　　　場　福島県郡山市中町10番10号
郡山ビューホテルアネックス　４階

電　　　話　（024）939－1111

※お車でお越しの際は、地図に記載の駐車場をご利用下さい。

＜交通のご案内＞
●JR郡山駅（西口）より徒歩で約５分
●東北自動車道郡山インターチェンジより車で約25分


